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農地中間管理機構
一般社団法人岐阜県農畜産公社　様
（市町村農政担当課）

印

（ ）

私は、下部承諾事項について同意の上、次の農用地等を貸付希望地として申し込みます。

1 貸付希望農用地等
別紙のとおり

貸付希望農用地以外については、以下のとおりです。
※□にチェックを入れてください

　　他市町村にも農地を所有している。　　　□
　　他市町村には農地を所有していない。　　□

※□にチェックを入れてください

　　他市町村で中間管理機構を通じて、農地を貸している。　　□
　　他市町村で中間管理機構を通じて、農地を貸していない。　□

【農地中間管理事業実施に関する承諾事項】

1

※ 借受希望者（受け手）への転貸しの見込みがつかなければ借り受けはできません。

※

2

3

※ 転貸後、借受希望者（受け手）の事情等により耕作できなくなり、更に次の担い手の見込み

がない場合には、契約の解除をお願いする場合があります。

　

転貸しの見込みがついた場合以外は、申込者への連絡は原則ありません。

（様式第１号）

農用地等の貸付希望申込書

住所

氏名

電話番号

農地中間管理機構（以下「機構」という）が借り受けるまでの間は、自ら農用地等を
管理すること。

借受希望者（受け手）への転貸しについては、機構に一任すること。

6 15年以上の借受期間を設定した農用地等については、土地改良法（昭和24年法律第
195号）第87条の3第１項の土地改良事業が行われることがあること。

4 本申込書の記載情報が、農地中間管理事業実施のため、必要に応じて関係団体・法
人・個人等へ「情報開示」されること。

5 相続税納税猶予対象農地及び農業者年金特定処分対象農地については、機構への貸付
後、所定の手続きを別途行う必要があること。

借受希望者（受け手）の事情等により直ちに転貸しすることができないものの、必要
に応じ機構が借受けを行った場合は、借受け後2年を限度に機構が保全管理等を行う
が、2年を経過しても転貸しができない場合は、原則として契約を解除すること。


